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1．はじめに

　韓国は世界の中で経済的に最も成功した国の

一つである．1960年代の中頃に加速化した韓

国の経済発展は，製造業品の輸出が工業化率の

上昇を牽引し，これがさらに高度経済成長を主

導するという「輸出志向型工業化」戦略により

実現された．このような韓国経済の発展は日本

との関係を抜きにしては考えられない．

　1970年代以降の韓国の工業化進展に伴い，

韓日経済関係は対日依存度を深める構造が定着

してきた．韓国の経済構造の特徴は，貿易依存

度が高く，1991～98年の平均貿易依存度は輸

出が32．9％，輸入が32．2％と，日本（輸出

9．1％，輸入6．8％）や米国（輸出7．7％，輸入

10．0％）など他の先進国と比較して，その依存

度の高さは際立っている。

　留日経済の相互依存関係に関する先行研究と

して，渡辺（1982）と佐野（1997）（2001），李

（2003）等がある．しかし，これらの研究はい

ずれも名目表による分析に留まっている．

　国際比較にあたって，広く利用されているア

ジア経済研究所の国際産業連関表は，各国の産

業連関表をその年の平均市場為替レートを使用

してUSドル表示に変i換して接合したため，内

外価格差を含んだ名目表である．市場為替レー

トで同一通貨表示に変換された場合，それで表

された財貨・サービス価額は財貨・サービスの実

質的な量をそのまま表しているわけではない．

物価の低い国の価額はその量を少なく表現して

いる．従って，異なる国々の国内生産の状態や

生活状態にあまり変化がなくても，為替レート

が急速に大きく変動することによって，市場為

替レートで同一通貨表示に変換された数値は急

速に大きく変動することになる．これらは生活

の実質水準構造や生産の技術水準・構造の国際

比較に不都合をきたす．

　産業連関分析における基礎的な係数である投

入係数は本来技術構造を表現するものであり，

これらの国際比較は両国の価格体系の相違に基

づく部分を捨象し，実質的な技術構造の比較で

あることが求められるユ）．購買力平価は異なる

国々の問における価格水準の差を除去した通貨

換算レ」トである．購買力平価によって共通通

貨に転i換される時，これらは同一の国際価格で

表示されたのと同じ効果を持っている．その結

果，異なる国々の比較は，購入された財貨とサ

ービスの量の違いだけが反映される．購買力平

価を用いて換算された実質表では，定義された

投入係数が同一の通貨価値単位で測られた投入

量と産出量の比率として，両国の生産技術につ

いて正確な分析を行うことができる．

　本論文は韓日接続国際産業連関表を作成する

ことによって，2国間の内外価格差を除去し，

韓日産業構造と産業別相手国への依存度を中心

に，麗日産業の相互依存関係をより正確に把握

する．実質表による韓日産業の相互依存関係を

考察したのは本論文が初の試みである．

2．接続国際産業連関表の作成

　国際産業連関表は各国の産業構造の態様を表

すとともに，貿易構造の内容も示していること

から，共通の分類による国際比較が可能となり，

1）泉・李（1999）P。57参照，

『エコノミア』第56巻第2号（2005年11月），39－50頁［Ecoηo〃z’αVol．56　No．2（Novelnber　2005），　pp．39一50］
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国際的な商品の流れ，需要の構造，各国間の相

互依存関係などを定量的に解明できる．単年次

表に基づく分析は，当該年次の国民経済や国際

経済の構造を静学的な視点から明きがらにでき

るという点で，それ自体重要な分析的意義を持

つものではあるが，構造の変化という動学的な

分析視点に立つものではない．そこで瞬時点間

の分析のための国際産業連関表の異時点接続問

題が生じる．

　接続国際産業連関表に関する先行研究とし

て，清水・池田（1995）が1985－90年日米国際

産業連関表の平時点間接続に関する理論的意義

と時点間・地域間価格指数の作成問題点を議論

した．しかし，実際の推計は行われてない．ま

た，韓日産業別購買力平価の先行研究として，

梁・李・泉（1998）の1990年韓日産i業別購買

力平価の推計が公表されている．

　本論文は梁・李・泉（1998）と清水・池田

（1995）の先行研究を踏まえ，アジア経済研究

所で作成した国際産業連関表（名目）と韓日そ

れぞれの「部門別品日別供給額表」，接続産業

連関表における時系列価格指数を利用して，忌

日接続国際産業連関表（1985－90－95年）の作成

を試みた．

　（1）価格指数の作成

　接続国際産業連関表の作成にあたって，まず

各財について価格指数を求め，実質表を作成し

なければならない．時点間・地域間価格指数の

作成には次のようなデータが必要となる．

　①基準時点と比較時点の為替レート水準

　②韓国と日本の時系列価格指数

　③基準時点の韓日購買力平価

①のデータについては，各年次の国際産業連

　関表の作成に用いた為替レートの値を利用

　する2）．

②のデータについては，韓国と日本それぞれ

　の接続産業連関表・基本部門分類ベースの

　価格デフレータが存在するので，それらの

　集計値を利用する．

　③のデータについては，筆者が梁・李・泉

　　（1998）の先行研究を踏まえて，独自に推

　　和した1995年五日産業別購買力平価を利

　　用する．

　これまでOECD及び国連のICPによって購買

力平価に関する調査がなされてきた．このうち

後者は国民経済計算の支出項目と対応づけ調査

されている．それを産業連関の実質的構造の国

際比較に用いるには，産業連関表の産業部門に

対応させる必要がある．つまり，国連の購買力

平価は最終消費財のみを対象とした購入者価格

評価に関するものであるため，産業連関表の実

質化に用いる場合には，全ての部門を対象とし

た生産者価格評価のデータが必要となる3＞．

　アジア経済研究所は1995年10力国国際産業

連関表を公表しており，今回は国際産業連関表

の基本分類（78部門別）の韓日産業別購買力

平価の推計を試み，部門統合コンバーターを利

用して24部門に統合した．

　まず，この基本部門ごとに韓国銀行『1995

年産業連関表』付属表「部門別品日別供給額表」

と日本総務庁『1995年産業連関表計数編（1）』

第2部「部門別品目別国内生産額表」の両方に

生産額だけでなく生産数量も掲載されている韓

日共通の品目を全て取り出した．品質の相違は

殆どの商品に関して存在すると考えられるが，

これを厳密に問題にすると，このようなデータ

から購買力平価を試算することは不可能なの

で，商品間の品質の相違はないと仮定して推計

を行った．

　韓国の単価の欄は原資料の生産金額を生産数

量で除することで求めた．日本の単価は原資料

に単価が掲載されているので原則としてそれを

使用したが，韓国の品目分類が日本より粗いの

　2）韓日国際産業連関表の推計に用いられた為
替1／一トはそれぞれ年の年平均値で，1985年は

　1ドルニ870．02ウォン，1ドル＝238．54円；1990

年は1ドルニ707．79ウォン，1ドル＝144。79円；
1995年は1ドル＝771．27ウォン，1ドル＝94．06円で
ある．

　3）梁・李・泉（1998）P．1参照．



は日本の品目を統合して韓国の品目に揃えた．

その場合は，統合された生産金額を生産数量で

除することで求めた．日本の品目分類が韓国よ

り粗い場合は，上と同じ方法で韓国の品目を統

合して，統合された部門の生産金額を生産数量

で除することで求めた．

　品目ごとのウォン／円（PPP）は韓国の単価

を日本の単価で除することで求めた．部門ごと

のウォン／円は品目ごとのウォン／円を韓国と

日本それぞれの国内生産額をウェイトにした購

買力平価を求め，さらにその両者の幾何平均を

．求めた．

　但し，建設・サービス部門に関しては，韓国

銀行『1995年産業連関表』付属表「部門別品

目塞供給額表」と日本総務庁『1995年産業連

関表計数編（1）』第2部「部門別品目別国内

生産額表」の両方に生産数量が一切掲載されて

いないので，上記の方法で購買力平価を推計す

ることができない．従ってこれらの部門に関し

ては，ESCAP“purchasing　Power　parity　and

Quantity　Comparison　for　the　ESCAP　Region，

1985”のPPPを，韓国については韓国銀行

『1985－90－95接続産業連関表』，また日本につい

ては日本総務庁『昭和60一平成2－7年接続産業連

関表計数編』のデフレータを使用して延長推計

　した．

　表1は1995年韓日産業別購…買力平価を表して

いる．1995年の平均市場為替レートが8．20ウォ

ン／円であるのに対して，同年の全部門平均購

買力平価は3．35ウォン／円であり，韓国が日本

に比べて物価水準がかなり低いことがわかる．

ここでの物価水準とは，物価水準二購買力平

価／為替レートという関係である．1995年韓

国の物価水準は0．41なので，韓国が日本に比べ

て物価水準が低いことを意味する．

　産業別に見ると，1995年には全ての産業の

価格が低く，特に木材・家具の価格がかなり低

いことが分かる．また，3次産業（20～24部門）

と林業の価格も他の産業に比べて相対的に低く

なっている．

4

表11995年韓日産業別購買力平価

　　　1995年市場為…替レート1円＝8．20ウォン

部　　門 ウオン／円

1穀物 3．80

2　その他農産物 4．31

3家畜 4．35

4林業 2．70

5水産業 4．74

6原油・天然ガス 6．08

7鉱業 6．08

8食糧・タバコ 4．14

9紡績・皮革製品 3．56

10木材・家具 1．82

11製紙・印刷 4．51

12化学製品 4．06

13石油加工・石油製品 5．26

14　ゴム製品 6．48

15非金属製品 3．61

16金属製品 4．51

17機械 4．93

18輸送装備 5．66

19その他製造業 4．51

20電気・ガス・水供給 2．87

21建設業 2．77

22商業・運輸 2．65

23　サービス業 2．52

24公共部門 2．18

平　　均 3．35

　韓日接続国際産業連関表の作成にあたって，

アジア経済研究所の24部門共通分類の国際産

業連関表を利用して，日本を基準国，1995年

を基準年と設定し，以下のような価格指数を作

成した．

　実質表

1995年　日本　」￥31　韓国

1990年　日本　・￥31　韓国

1985年　日本　xll　韓国

　デフレ画塾

1995年日本：　1

1990年日本＝δ”

1990年日本：δ労　韓国’

ここで

瑠
瑠
礁

　　　　，，瑞5

鯉臨＝ ﾞ・

韓国：照＝嬬・瑠
　　　　嬬＝㊧・δ欝
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表21985年，1990年の日本と韓国の時系列デフレータ
1985年　　　　・ 1990年

日　　本 韓　　国 日　　本 韓　　国

部　　門 国産品 輸入品 国産品 輸入品 国産品 輸入晶 国産品 輸入品

1穀物 1，173 2，028 0，511 1，136 1，035 1，296 0，770 1，000

2　その他農産物 0，830 1，999 0，535 0，842 0，997 1，324 0，686 0，718

3家畜 1，272 1，834 0，665 0，907 1，221 1，495 0，911 0，870

4林業 1，081 1，104 0，278 0，442 1，125 1，054 0，484 0，546

5水産業 0，956 0，707 0，444 0，857 0，972 1，087 0，654 0，827

6原油・天然ガス 1，703 4，065 0，000 1，808 1，140 1，776 0，000 1，119

7鉱業 0，907 2，128 0，727 1，026 0，896 1，541 0，830 0，980

8食糧・タバコ 0，996 1，364 0，656 0，812 1，O13 1，247 0，819 0，887

9紡績・皮革製品 0，989 1，333 0，708 0，794 1，002 1，248 0，849 0，919、

10木材・家具 0，811 1，072 0，594 0，612 0，923 1，080 0，717 0，710

11製紙・印刷 0，975 1，285 0，659 0，609 0，981 1，162 0，734 0，728

12化学製品 1，261 1，248 0，858 0，855 1，113 1，085 0，859 0，837

13石油加工・石油製品 2，O14 2，453 1，286 1，481 1，246 1，594 0，830 1，126

14　ゴム製品 0，895 1，604 0，798 0，793 0，872 1，329 0，854 0，742

15非金属製品 1，023 0，994 0，798 0，880 0，995 1，038 0，888 0，870

16金属製品 1，182 1，643 0，771 0，741 1，144 1，414 0，894 0，870

17機械 0，563 1，313 0，902 0，729 1，076 1，171 0，973 0，858

18輸送装備 0，982 1，418 0，733 0，685 0，979 1，196 0，932 0，691

19その他製造業 1，OlO 1，082 0，802 0，659 0，978 1，011 0，871 0，789

20電気・ガス・水供給 1，146 1，138 1，069 1，044 0，949 0，995 0，871 1，211

21建設業 0，848 0，000 0，511 0，636 0，953 0，000 0，704 0，000

22商業・運輸 0，945 1，261 0，640 0，686 0，975 1，224 0，773 0，850

23サービス業 1，061 0，918 0，512 0，613 0，943 0，959 0，707 0，736

24公共部門 0，850 0，000 0，607 0，773 0，923 0，000 0，670 0，917

　　　　　　　　日本のゴ財単価（円単位）
厚5項0螺5：
　　　　　　　　（上添字は年度を表す）

稽　瑠　瑠：韓国の∫財単価（ウォン単位）

δ”δ労δ碧δ欝：韓国と日本の時系列価格指数

　　　　む　　　　　　　　　ヨ

レκ∫妙蔭　賑’：韓日購買力平価

　表2は日本と韓国の国産品と輸入品のデフレ

ータを示している．1985年のデフレータを見

ると，韓国の国産品は石油加工製品と電気・ガ

ス・水供給の名目値が実質値より大きい．また，

輸入品は米，原油・天然ガス，その他鉱業，石

油加工製品，電気・ガス・水供給の名目値が実

質値より大きい．

　1990年のデフレータを見ると，韓国の国産

品は全ての産業の名目値が実質値より小さく，

輸入品は原油・天然ガス，石油加工製品，電

気・ガス・水供給の名目値が実質値より大き

い．

　日本の国産品は多くの産業で名目値が実質値

より大きく，これは名目表における日本の評価

額が相対的に過大評価されていることを示して

いる．それとは逆に，韓国の国産品は全ての産

業で名目値が実質値より小さく，これは名目表

における韓国の評価額は相対的に過小評価され

ていることを意味する．

　（2）接続国際産業連関表の作成

　ま・ず十日産業別購買力平価を利用して，1995

年の単年次を実質化した．具体的には，推計し

た叡旨産業別購買力平価を使用して韓国表を円

表示に変換したが，購買力平価は国産品のみ適

用し，輸入品は市場為替レートを使用して変換

した4）．

　国産品については，中間需要，最終需要，輸

出，誤差，総産出を各行ごとに購買力平価で割

って日本価格に変換した（色が濃い部分）．ま

た，付加価値に関してはダブルインフレーショ



43

図1　非競争輸入型韓日実質国際産業連関表モデル

中間需要 最終需要 他国輸出 誤差 総算出

韓国 日本 韓国 日本
韓国

ｶ産
灘購 闇㈱轟

D．羅
繋　　v
@　欝?　1導　　　　　　興

糞1　綴簑

撫 縢
’§

日本

ｶ産

AJk AJJ FJk FJJ LJ GJ xJ

運賃保険 BFOO1

世界他

ｶ　産

Awk AWJ Fwk FWJ

関　税 DTOO1

合　計 ET900 一

粗付加価値 vK vJ

ダブルインフレーション1灘麟鍵藁紙二言 一

総　投　入 毒 xJ

ン値が新たに入っている5）．

　図1はこのようにして求められる非競争輸入

型韓日実質国際産業連関表の構成を示したもの

である．

　次に，1985年と1990年表を1995年価格で再

評価した．具体的には，上で推計した時系列デ

フレータを利用して，韓国と日本それぞれの国

産品と輸入品に分けて行ごとに割ることで変換

した．

3．韓日産業の相互依存関係

　二国間産業構造の依存関係のパターンとして

相互依存型，相互独立型，一方的依存型という

三つのケースが考えられる．

　グローバル化の下で，国際分業の進展に伴い，

二国問産業構造の依存関係としては，相互依存

型と一方的依存型がよく見られる．このうち相

互依存型は先進国同士（EU諸国），一方的依存

型は先進国と後発国の依存関係である．

　韓日依存関係について，渡辺利夫（1982）は

「日韓貿易は，垂直的関係をその特徴としてい

る．しかし，これは補完的な相互依存関係を意

　4）梁・李・泉（1998）P．4参照．

　5）ダブルインフレーション値は購買力平価を
使用して求めた投入の合計と国内生産額との差で
ある．

凝しない．韓国の生産財の対日輸入は決定的に

大きいが，消費財の対日輸出はさしたる規模に

至らず，したがって韓国の対日依存は一方的で

あり，対日貿易収支の赤字幅は巨大なものとな

っている．垂直的であると同時に一方的依存を

内容とする日韓貿易関係は，韓国の加工貿易型

構造と日本のフルセット自給型構造という，対

照的な二つの工業構造の交差が生んだ特有な貿

易関係として理解される」と指摘した．

　また，佐野（2001）は，1975～95年の20年

間の嘉日産業相互依存関係を分析して，「韓国

産業は日本に対して高い依存度を有している

が，その依存度は急激に減少してきており，逆

に日本産業は韓国に対しあまり高い依存度は有

していないが，その依存度は徐々に高まりつつ

ある」と指摘した．さらに，李（2002）は

1985～95年の日中韓の相互依存関係を分析し

て，「韓国は日本への一方的依存関係であり，

……褐ﾝ依存関係形態に持っていく努力が必要

であろう」と述べた．

　本節では，長谷部（2002）の先行研究を踏ま

え，接続国際産業連関表による総投入基準国産

化率（国際分業率）を計算し，名目表との比較

分析から離日産業の相互依存関係をより正確に

把握する．

　国際産業連関表においてレオンチェフ逆行列

の列和を国際後方連関効果と呼び，そのうち，
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表3韓国国産化率変化
1985年 1990年 1995年

部　　門 名目 実質 名目 実質 名目 実質

1米 84．52 91．44 87．87 93．50 87．61 95．17

2その他農産物 85．28 91．55 86．71 92．39 85．51 93．78

3畜産 91．32 94．99 92．17 94．83 90．75 95．78

4林業 79．46 86．49 83．48 90．17 86．09 94．23

5漁業 70．74 81．23 69．46 80．58 74．24 88．31

6原油・天然ガス 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00

7　その他鉱業 81．39 88．77 85．76 91．98 85．98 94．16

8食料・タバコ 86．63 90．99 87．87 91．56 85．98 93．48

9紡績・皮革製品 73．69 81．20 75．09 84．14 72．00 87．06

10木材・家具 56．37 59．91 68．32 77．68 68．66 87．01

11製紙・印刷 77．16 81．60 77．82 84．68 77．25 89．29

12化学製品 63．45 72．76 67．28 78．45 66．55 83．10

13石油加工・製品 25．28 42．22 32．95 47．35 27．66 48ユ8

14　ゴム製品 68．29 76．76 76ユ8 84．42 68．72 84．47

15非金属製品 77．09 84．06 81．10 87．82 83ユ7 92．17

16金属製品 70．78 78．36 74．98 83．48 75．19 88．41

17機械 61．68 66．01 65．98 76．58 66．19 82．34

18輸送装備 66．50 72．39 76．63 83．46 75．65 87．33

19その他製造業 71．00 78．62 75．19 83．97 75．46 88．37

20電気ガス・水供給 64．72 75．54 70．22 82．59 71．68 86．75

21建設業 81．28 87．21 84．86 90．91 85．31 93．79

22商業・運輸 73．50 84．07 79．32 88．05 77．52 90．46

23サービス業 85．35 91．83 88．21 93．65 88．46 95．57

24公共部門 0．00 0．00 79．00 85．87 78．72 90．27

産業平均 71．74 78．51 76．12 84．12 75．72 88．20

表4韓国国産品投入率の変化
1985年 1990年 1995年

部　　門 名目 実質 名目 実質 名目 実質

1米 0，151 0，164 0，165 0，211 0，159 0，208

2　その他農産物 0，234 0，301 0，220 0，278 0，206 0，277

3畜産 0，786 0，896 0，785 0，892 0，777 0，888

4林業 0，130 0，048 0，114 0，064 0，131 0，115

5漁業， 0，368 0，339 0，310 0，364 0，319 0，489

6　原油・天然ガス 0，000 0，000 0，000 0，000 0，000 0，000

7　その他鉱業 0，377 0，825 0，319 0，690 0，301 0，599

8食料・タバコ 0，666 0，793 0，669 0，748 0，607 0，656

9紡績・皮革：製品 0，609 0，582 0，600 0，607 0，506 0，495

10木材・家具 0，396 0，281 0，408 0，282 0，436 0，318

11製紙・印刷 0，572 0，641 0，542 0，600 0，502 0，579

12化学製品 0，499 0，589 0，502 0，585 0，478 0，517

13石油加工・製品 0，156 0，236 0，195 0，257 0，135 0，194

14　ゴム製品 0，479 0，614 0，506 0，908 0，457 0，781

15非金属製品 0，560 0，571 0，514 0，547 0，549 0，539

16金属製品 0，625 0，639 0，599 0，641 0，578 0，595

17機械 0，472 0，753 0，486 0，726 0，442 0，566

18輸送装備 0，522 0，801 0，573 0，854 0，557 0，746

19その他製造業 0，562 0，728 0，560 0，700 0，536 0，624

20電気・ガス・水供給 0，316 0，290 0，330 0，336 0，367 0，332

21建設業 0，569 0，368 0，510 0，385 0，553 0，478

22商業・運輸 0，337 0，259 0，313 0，274 0，316 0，280

23サービス業 0，289 0，212 0，295 0，243 0，299 0，265

24公共部門 0，000 0，000 0，363 0，204 0，323 0，216
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表5　日本国産化率変化
1985年 1990年 1995年

部　　門 名目 実質 名目 実質 名目

1米 92．20 94．68 94．62 95．42 95．14

2その他農産物 91．87 94．98 93．50 94．47 94．12

3畜産 93．22 95．52 94．42 95．33 95．68

4林業 95．59 97．54 96．27 96．85 96．77

5漁業 88．63 93．51 90．59 91．84 92．42

6　原油・天然ガス 87．91 94．58 93．00 94．25 95．66

7　その他鉱業 89．27 94．70 92．91 94．58 94．77

8食料・タバコ 89．06 91．75 91．16 92．38 92．16

9紡績・皮革製品 87．75 90．53 88．57 89．48 90．50

10木材・家具 85．14 87．42 85．99 86．81 88．09

11製紙印刷 91．64 94．31 92．95 93．96 93．48

12化学製品 85．97 90．79 87．97 89．61 90．09

13石油加工製品 31．88 58．42 34．23 46．55 43．95

14　ゴム製品 89．00 92．41 90．63 91．60 91．04

15非金属製品 89．32 94．02 92．09 93．61 94．34

16金属製品 88．20 92．52 88．60 90．13 90．65

17機械 93．22 96．11 93．48 94．08 92．67

18輸送装備 94．70 96．76 95．59 96．21 96．15

19　その他製造業 91．75 94．14 92．21 92．88 92．89

20電気ガス・水供給 72．34 88．27 80．95 86．83 88．87

21建設業 92．74 95．39 93．17 93．95 94．65

22商業・運輸 89．30 93．07 92．23 93．71 94．07

23　サービス業 92．85 95．29 93．99 94．78 94．66

24公共部門 0．00 0．00 94．54 95．45 95．78

産業平均 87．97 92．38 90．11 91．76 91．95

自国ブロックの要素と外国ブロック要素の合計

との割合をとれば，その産業の生産に直接間接

に必要な外国財に対する依存度を表すことがで

きる．しかし，後方連関基準国産化率は国際産

業連関表における地域内国（内生国）に限られ，

地域外（外生国）からの輸入の役割を考慮でき

ないため，国産化率の過大評価をもたらすこと

になる6）．

　そこで，長谷部（2002）は生産技術面におけ

る輸入中間財の役割を把握するために，外生国

への中間財波及を含める意味で「総投入基準国

産化率」を考えた7）．内生準準への波及総額を

、44・β，外生国への間接的波及総額を、4ω・Bと

し，内生国外生国も含めた各国各部門の1単位

の生産のために必要な直接間接の中間財の総額

6）長谷部（2002）P．10～13参照．

7）長谷部（2002）P．12～13参照．

を行列表示すれば，

オ・B一
m劃［β］

この行列をDとおけば，各国各部門の1単位の

生産が及ぼす内生国，外生国への波及総額がD

の各国各部門に対応する列の和によって求めら

れ，そこに占める自国の波及分との割合を「総

投入基準国産化率」とし，外国の占める割合を

「総投入基準国際分業率」と定義する．

　表3は韓国の総投入基準国産化率の名目表と

実質表を比較したものである．名目表では，全

体的に1985年から95年にかけて71．74％→

76．12％→75．72％へと，1990年には85年に比

べて国産化率が若干高くなっているものの，ほ

ぼ同じ水準を保っている8＞．実質表では，全体

的に78．51％→84．12％→88．20％へと，名目表

に比べて確実に国産化率を高めている．

　産業別に見ると，名目表では，化学製品，機
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表6　1985年韓日国際分業率
韓　　国 日　　本

名　目 実質 名目 実質

部　　門

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度．

1米 4．62 10．86 2．38 6．19 0．25 7．55 0．39 4．93

2　その他農産物 4．57 10．16 2．44 6．01 0．28 7．85 0．41 4．61

3畜産 1．64 7．05 0．92 4．10 0．23 6．55 0．36 4．12

4林業 6．66 13．88 3．95 9．56 0．11 4．31 0．16 2．30

5漁業 6．34 22．92 4．40 14．37 0．48 10．89 0．62 5．87

6原油・天然ガス 0．00 0．00 0．00 0．00 0．11 11．98 0．17 5．25

7その他鉱業 5．17 13．44 3．57 7．67 0．13 10．60 0．21 5．09

8食料・タバコ 2．01 11．36 1．18 7．83 0．54 10．40 0．92 7．33

9紡績・皮革製品 10．09 16．22 6．67 12．13 1．35 10．90 2．29 7．17

10木材・家具 4♂96 38．67 2．34 37．75 0．20 14．66 0．42 12．16

11製紙・印刷 5．29 17．55 3．33 15．07 0．10 8．26 0．15 5．54

12化学製品 12．88 23．67 9．18 18．06 0．44 13．59 0．68 8．53

13石油加工・製品 1．25 73．47 1．46 56．32 0．08 68．04 0ユ6 41．43

14　ゴム製品 13．14 18．57 8．84 14．40 0．32 10．68 0．49 7．10

15非金属製品 4．71 18．20 3．73 12．21 0．41 10．27 0．60 5．37

16金属製品 12．39 16．83 8．81 12．83 0．46 11．33 0．77 6．70

17機械 22．63 15．69 20．56 13．42 0．37 6．41 0．43 3．46

18輸送装備 19．97 13．53 16．19 11．43 0．20 5．10 0．27 2．97

19　その他製造業 14．59 14．41 10．30 11．08 0．42 7．83 0．61 5．26

20電気・ガス・水供給 3．Ol 32．27 3．02 21．44 0．11 27．55 0．18 11．56

21建設業 6．97 11．75 4．83 7．96 0．28 6．99 0．42 4．18

22商業・運輸 3．42 23．07 2．18 13．75 0．23 10．47 0．26 6．66

23サービス業 3．71 10．94 2．06 6．10 0．20 6．95 0．32 4．40

24公共部門 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00

械が1985年から95年にかけて国産化率を徐々

に高めているが，やはり70％を切っており，

石油加工製品は30％前後である．輸送装備は

1985年には70％を切っていたが，1990年から

70％を超え国産化率を高めており，それ以外

は70％～80％後半の国産化率を示している．

実質表では，機i械が1985年に70％を切ってお

り，石油加工製品が40％台を示している以外

は，名目表に比べて70％～90％前後の高い国

産化率を示している．

　名目表と実質表で差が大きいのは，化学製品，

　8）長谷部（2002）は10力国を内生国として推
計したが，本稿では2力国を内生国として，その他

世界をまとめた結果，10力国を内生国とした場合
と比べて逆行列が小さくなり，長谷部（2002）よ
り若干高く推計された．

石油加工製品と機械で，それは国産品投入率の

名目表と実質表の相異による．表4は韓国の国

産品の投入率の名目表と実質表を比較したもの

で，石油加工製品，幽 @械，化学製品の差が大き

く，実質表の国産品の投入率が名目表より大き

くなっている．

　表5は日本の総投入基準国産化率の名目表と

実質表を比較したものである．名目表では，全

体的に87．97％→90．11％→91．95％へと，国産

化率を高めているが，実質表では，92．38％→

91．76％→91．95％（名目表）へと，国産化率は

ほぼ同じ水準を保っている．

　産業別に見ると，名目表では，石油加工製品

のみが30％～40％で，それ以外の産業はほぼ

90％前後で，かなり高い国産化率を示してい

る．実質表では，石油加工製品が40％～50％

台と名目表に比べて若干高いが，それ以外は名

目表と同様90％前後である．名目表と実質表
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表7　1990年韓日国際分業率
韓　　国 日　　本

名　目 実質 名目 実質

部　　門

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

1米 4．62 10．86 2．38 6．19 0．25 7．55 0．39 4．93

2その他農産物 4．57 10．16 2．44 6．01 0．28 7．85 0．41 4．61

3畜産 1．64 7．05 0．92 4．10 0．23 6．55 0．36 4．12

4林業 6．66 13．88 3．95 9．56 0．11 4．31 0．16 2．30

5漁業 6．34 22．92 4．40 14．37 0．48 10．89 0．62 5．87

6　原油・天然ガス 0．00 0．00 0．00 0．00 0ユ1 11．98 0．17 5．25

7その他鉱業 5．17 13．44 3．57 7．67 0．13 10．60 0．21 5．09

8食料・タバコ 2．Ol 11．36 1．18 7．83 0．54 10．40 0．92 7．33

9紡績・皮革製品 10．09 16．22 6．67 12．13 1．35 10．90 2．29 7．17

10木材・家具 4．96 38．67 2．34 37．75 0．20 14．66 0．42 12．16

11製紙・印刷 5．29 17．55 3．33 15．07 0．10 8．26 0．15 5．54

12化学製品 12．88 23．67 9．18 18．06 0．44 13．59 0．68 8．53

13石油加工・製品 1．25 73．47 1．46 56．32 0．08 68．04 0．16 41．43

14　ゴム製品 13．14 18．57 8．84 14．40 0．32 10．68 0．49 7．10

15非金属製品 4．71 18．20 3．73 12．21 0．41 10．27 0．60 5．37

16金属製品 12．39 16．83 8．81 12．83 0．46 11．33 0．77 6．70

17機械 22．63 15．69 20．56 13．42 0．37 6．41 0．43 3．46

18輸送装備 19．97 13．53 16．19 ll．43 0．20 5．10 0．27 2．97

19その他製造業 14．59 14．41 10．30 ll．08 0．42 7．83 0．61 5．26

20電気・ガス・水供給 3．01 32．27 3．02 21．44 0．11 27．55 0．18 ll．56

21建設業 6．97 11．75 4．83 7．96 0．28 6．99 0．42 4．18

22商業・運輸 3．42 23．07 2ユ8 13．75 0．23 10．47 0．26 6．66

23　サービス業　． 3．71 10．94 2．06 6ユ0 0．20 6．95 0．32 4．40

24公共部門 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00

で差が大きいのは，石油加工製品であるが，そ

れは輸入中塗財の割合が高く，外部の影響を受

け易いからである．

　韓国と日本はともに実質表の国産化率が名目

表のそれより高く，日本は名目表と実質表の差

が小さいのに対して，韓国は大きい．韓国の場

合，名目表では，日本に比べて国産化率が低く，

特に機械の国産化率の低さが目立っている．実

質表では，名目表に比べてかなり高く，日本の

国産化率に近づいているが，化学製品，機械，

輸送装備の国産化率は日本に比べてその差が大

きい．

　名目表では韓国の国産化率の変化が見られな

く，日本の国産化率が高まっているが，それと

は逆に，実質表では韓国の国産化率が高まって

おり，日本の国産化率の変化が見られない．

　表6は1985年の韓日総投入基準国際分業率を

示したものである．名目表で見ると，韓国は全

体的に日本とその他世界への依存度が高く，日

本に比べて遥かに高い．韓国は機械，輸送装備，

化学製品，金属製品など重化学工業の日本への

依存度が他の産業に比べて高い．

　日本産業の韓国への依存度が相対的に高いの

は紡績・皮革製品で，それ以外の産業は1％を

切っており，その他世界への依存度が高いのは

石油加工製品である．

　つまり，韓国産業の日本への依存度が高い産

業は中間財であるのに対して，日本産業の韓国

への依存度が高い産業は消費財で，二日産業の

依存関係は韓国産業の日本への一方的依存関係

である．

　実質表で見ると，韓国は国産化率の増加に伴

い全体的に日本とその他世界への依存度が下が

っているものの，やはり日本に比べて高い．名

目表と同様，機械と輸送装備の日本への依存度

が高い．日本は名目表に比べて韓国への依存度
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表8　1995年韓日国際分業率
韓　　国 日　　本

名　目 実質 名目 実質

部　　門

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

日本への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度
ROWへの
ﾋ存度

韓国への

ﾋ存度

1米 2．90 9．49 1．13 3．70 0．27 4．59 0．61

2　その他農産物 4．01 10．48 1．72 4．50 0．31 5．56 0．71

3　畜産 1．59 7．66 0．73 3．50 0．15 4．17 0．33

4林業 3．57 10．34 1．48 4．29 0．14 3．09 0．32

5漁業 3．66 22．10 1．66 10．02 0．74 6．84 1．55

6　原油・天然ガス 0．00 0．00 0．00 0．00 0．20 4．14 0．46

7　その他鉱業 3．21 10．82 1．34 4．50 0．20 5．03 0．46

8食料・タバコ 1．92 12．10 0．89 5．62 0．37 7．47 0．82

9紡績・皮革製品 6．40 21．60 2．96 9．98 1．12 8．38 2．83

10木材・家具 2．88 28．46 1．19 11．79 0．24 11．67 0．62

11製紙・印刷 4．06 18．68 L91 8．80 0．16 6．35 0．37

12化学製品 ll．62 21．83 5．87 11．03 0．64 9．28 1．38

13石油加工・製品 2．14 70．20 L53 50．29 0．42 55．63 0．81

14　ゴム製品 9．48 21．80 4．71 10．82 0．56 8．41 1．28

15非金属製品 4．96 11．86 2．31 5．52 0．30 5．36 0．68

16　金属製品 6．26 18．56 2．92 8．67 1．03 8．32 2．52

17機械 17ユ5 16．67 8．96 8．71 1．10 6．23 2．34

18　輸送装備 12ユ7 12．17 6．33 6．33 0．32 3．52 0．72

19　その他製造業 10．10 14．44 4．78 6．84 0．71 6．40 1．58

20電気・ガス・水供給 2．83 25．49 1．32 11．92 0．19 10．94 0．42

21建設業 4．55 10．14 1．92 4．29 0．38 4．96 0．91

22商業・運輸 1．96 20．52 0．83 8．71 0．16 5．78 0．36

23サービス業 2．45 9．09 0．94 3．49 0．22 5．11 0．51

24公共部門 6．24 15．04 2．85 6．88 0．20 4．02 0．46

が若干上がり，その他世界への依存度が下がっ

ている．

　表7は1990年の韓日総投入基準国際分業率を

示したものである．名目表で見ると，韓国は

1985年と同様，機械と輸送装備，化学製品の

日本への依存度が他の産業に比べて高い．金属

製品は1985年に比べて日本への依存度が下が

り，その他世界への依存度が上がっている．

　日本産業の韓国への依存度が相対的に高いの

は，紡績・皮革製品と漁業である．1985年に

比べて韓国への依存度が高いのは漁業で，その

他世界への依存度が高いのは石油加工製品であ

る．1985年と同様，二日産業の依存関係は垂

直的関係である．

　実質表で見ると，韓国は日本とその他世界へ

の依存度が下がっている反面，日本は韓国への

依存度が上がり，その他世界への依存度が下が

っている．日本産業の韓国への依存度が相対的

に高い産業は，漁業，紡績・皮革製品以外に金

属製品が加わっている．

　表8は1995年の韓日総投入基準国際分業率を

示したものである．名目表で見ると，韓国の機

械と輸送装備はその他世界への依存度を高めて

いる．韓国は依然として化学製品，機械，輸送

装備の日本への依存度が他の産業に比べて高

い．

　実質表で見ると，韓国産業の日本とその他世

界への依存度は名目表に比べてかなり下がり，

日本産業の韓国への依存度は高くなっている．

特に日本の紡績・皮革製品，金属製品，機械の

韓国への依存度が2％を上回り，金属製品と機

械産業ではわずかながら依存関係が見られる．

　1985年から95年にかけて，名目表では，韓

国産業の日本への依存度が徐々に下がり，その

他世界への依存度上がっている．日本産業の韓

国への依存度は徐々に上がっている一方，その



他世界への依存度は徐々に下がっている．

　実質表では，韓国産業の日本とその他世界へ

の依存度が名目表に比べてかなり下がっている

一方，日本産業の韓国への依存度は名目表に比

べてかなり高くなっている．特に，日本の金属

製品と機械の韓国への依存度が1985年から95

年にかけて急激に増加しているおり，韓日経済

の依存関係は名目表で見られる一方的依存関係

から相互依存関係へと移行しつつある．

4．まとめと課題

　本論文の分析結果と今後の課題についてまと

めると以下のとおりである．

　（D購買力平価の推計結果を見ると，韓国は日

　　本に比べて物価水準がかなり低い．時系列

　　価格指数を見ると，日本の国産品は多くの

　　産業で名目表の結果が実質表のそれより大

　　きく，これは名目表における日本の評価額

　　が相対的に過大評価されていることを示し

　　ている．逆に韓国の国産品は全ての産業で

　　名目表の結果が実質表のそれより小さく，

　　これは名目表における韓国の評価額が相対

　　的に過小評価されていることを意味する．

　②韓国は名目表で見ると，日本に比べて国産

　　化率が低く，特に機械の国産化率の低さが

　　目立っている．実質表では国産化率が名目

　　表に比べてかなり高く，日本の国産化率に

　　近づいているが，化学製品，機械，輸送装

　　備の国産化率は日本に比べて差が大きい．

　　名目表では韓国の国産化率の変化が見られ

　　なく，日本の国産化率は高めているが，実

　　質表では逆に韓国の国産化率が高めてお

　　り，日本の国産化率の変化が見られない．

　（3）名目表で見ると，韓国産業は日本への依存

　　度が徐々に下がり，その他世界への依存度

　　が上がっている．逆に日本産業は韓国岱の

　　依存度が徐々に上がっており，その他世界

　　への依存度が下がっている．実質表で見る

　　と，韓国産業は日本とその他世界への依存

　　度が下がり，日本産業は韓国への依存度が

　　名目表に比べてかなり高くなっている．特
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　　に，金属製品と機械産業では相互依存関係

　　が見られ，韓日経済関係は名目表で見られ

　　る韓国産業の日本への一方的依存関係から

　　相互的依存関係に移行しつつある．

　本論文は1980年代後半から1990年代前半に

おける10年問の分析から導いた結果であるが，

近年，韓国と日本はともに中国との経済関係が

活発になり，日中韓の経済関係はかなり注目さ

れている．このような状況の下で，今後は日韓

だけではなく，中国も含めて，これら諸国の相

互依存関係を分析するのが課題になっている．

また，今回は24部門別に見た結果であるが，

今後は78部門レベルで詳細に分析する必要が
ある．
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